
11 横浜都心部の活性化
平成23年度　～　平成27年度　（5年間） 横浜市

・観光入込み客数を　１，７７３万人／年から１，８５０万人／年に増加
・駅乗降客数を　２８２万人／日から３００万人／日に増加
・事業所統計調査従業者数　285，923人から299,000人に増加

（H23当初） （H25末） （H27末）
本市が毎年作成している「横浜市観光客数調査」における、みなとみらい・桜木町、山下・関内・伊勢佐木町、山手・本牧・根岸の観光入込み客数

1,773万人／年 - 1,850万人／年

282万人／日 - 300万人／日

事業所統計調査における横浜駅周辺、関内・関外地区、みなとみらい地区の従業者数
285,923人 - 299,000人

Ａ1　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H23 H24 H25 H26 H27

11-A-1 都市再生 一般 横浜市 直接 関内・関外周辺地区都市再生整備計画事業 横浜市 1,887 別添1

11-A-2 都市再生 一般 横浜市 直接 横浜駅周辺地区(第２期）都市再生整備計画事業 横浜市 1,495 別添2

合計 3,382
Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

11-B-1 道路 一般 横浜市 直接 551

0

合計 551

番号 備考

11-B-1

11-B-2

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

11-C-1 社会実験 一般 横浜市 直接 横浜駅周辺水上交通社会実験 水上交通社会実験 横浜市 9

11-C-2 計画・調査 一般 横浜市 直接 エキサイトよこはま２２計画推進 計画策定 横浜市 330

合計 339

番号 備考

11-C-1 横浜駅周辺地区（A-2）における水上交通の社会実験を実施し、移動利便性の向上を図る。

11-C-2 横浜都心部（横浜駅周辺、関内・関外、みなとみらい２１）全体を視野に入れながら、横浜駅周辺地区（A-2）におけるまちの将来像を見据た計画を推進する。

その他関連する事業

地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 対象 間接 （延長・面積等） H23 H24 H25 H26 H27

Ａ’ 一般 横浜市 直接 関内・関外周辺地区都市再生整備計画事業 横浜市 473 別添1

Ａ’ 473 百万円 Ｂ’ Ｃ’ 百万円 ((A提案分＋(C+C'))/(A+A')+(B+B')+(C+C')

最終目標値

計画の目標

社会資本総合整備計画（市街地整備） 平成26年11月19日

計画の名称
計画の期間 交付対象

551百万円 Ｃ 339百万円

個性的で魅力ある地域資源を活用し、国内外の多くの人や企業から選ばれる都心部を形成し、活性化を図る。
横浜駅周辺や関内・関外地区、みなとみらい２１地区の整備促進により、３つのエリアの一体化が進み、首都圏有数のエリアとして活性化を図る。

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値

市町村名
全体事業費
（百万円）（事業箇所）

横浜駅周辺、関内・関外地区、みなとみらい２１地区における駅乗降客数（横浜駅、桜木町駅、関内駅、石川町駅、新高島駅、みなとみらい駅、馬車道駅、日本大通り
駅、元町・中華街、高島町駅、伊勢佐木長者町駅、阪東橋駅、戸部駅、日ノ出町駅、黄金町駅）

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
4,272百万円 Ａ 3,382百万円（うち提案事業分 117百万円） Ｂ

番号 事業者 要素となる事業名
事業内容

効果促進事業費の割合
10.2%

（Ａ（提案分）＋Ｃ）／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

交付対象事業

事業者
要素となる事業名

市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）（延長・面積等）

横浜市 道路、公園等　600ha

横浜市 道路、地域生活基盤施設等　90ha

横浜市 一般県道弥生台桜木町、市道横浜駅根岸線歩行者環境整備 歩道整備　770ｍ 横浜市

一体的に実施することにより期待される効果

歩道整備により便利で快適な歩行者空間を形成し、回遊性の強化を図る。

事業者
要素となる事業名

市町村名
全体事業費
（百万円）

市町村名
港湾・地区名

全体事業費
（百万円）番号 事業者 要素となる事業名 事業内容

（事業箇所）

道路整備により交通機能の円滑化を図り、都心部の活性化を推進する。

9.6%

横浜市

横浜市

一体的に実施することにより期待される効果

事業種別

横浜市 道路、公園等　600ha

百万円



（参考図面）市街地整備

計画の名称 11 横浜都心部の活性化

計画の期間 平成23年度　～　平成27年度　（5年間） 横浜市交付対象

11‐A‐1
関内・関外周辺地区都市再生整備
計画事業（道路・公園 等）

凡例
基幹事業

関連社会資本整備事業

11‐C‐1
横浜駅周辺水上交通社会実験

11‐B‐1
一般県道弥生台桜木町、市道横浜駅根岸
線歩行者環境整備

11‐C‐2
エキサイトよこはま２２計画推進

11‐A‐2
横浜駅周辺地区都市再生整備計
画事業（道路・地域生活基盤施設



都市再生整備計画（第10回変更）
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都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 600 ha

平成 21 年度　～ 平成 25 年度 平成 21 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人/日 H19年度 H25年度

人／年 H19年度 H25年度

件数 H19年度 H25年度

都道府県名 神奈川県 横浜市 関内・関外周辺地区

目標値従前値

○関内地区は、横浜開港の歴史と都心の最初の核として今後も発展していくことを目指す。
　特に、「行政機能」、「教員、文化、芸術、スポーツ」、「特色ある専門店」、「歴史的建造物や街並み散策などの観光」の機能を向上させる。
○関外地区は、多様性、大衆性のある横浜独自の生活文化を育んできた地区として、文化、業務の伝統を受け継ぎつつ、魅力的なまちを目指す。
　特に、「特色ある専門店」、「地域密着型商店」、「都市型住宅」の機能を向上させる。
○山手地区は、開港以来の歴史的建造物など、景観資源も多く、横浜を代表する観光地区となっている。老朽化・機能低下した都市基盤施設を
　再整備しつつ、横浜らしい都市景観の維持・発展を目指す。

計画期間

目標と指標及び目標値の関連性

25交付期間

新市庁舎整備を核として、都心機能・都市基盤の再整備、歴史的資源の活用による観光振興などにより、にぎわいの創出や回遊性の向上を図り、関内・関外周辺地区の活性化を促進する。

・業務や商業における事務所数・従業者数の減少
・関内駅を中心とした一体感のある駅前空間が未整備
・歩きやすい歩行者環境整備が不十分
・初黄地区における元違法風俗店舗の存在
・老朽化したビルが多く存在

関内・関外周辺地区は、開港以来横浜の中心地として発展を担ってきた地区であり、県庁、市役所などの官公庁施設、企業の本社、支社が立地する都心地区、そして、全国的に知名度の高い元町や中華街、馬車道などの商業地区が形成されていま
す。同時に、歴史的建造物が点在するなど歴史・文化を生かした魅力ある景観が形成されている観光地区でもあります。
しかしながら、近年、横浜駅周辺やみなとみらい２１地区における整備の促進により、企業の地区外への移転が増加するなど地区のにぎわいが低下しつつあります。さらに、本市では新市庁舎整備を検討しており、今後の関内・関外地区の街づくりは新
市庁舎整備と一体的にすすめていく必要があります。
平成20年作成の「横浜都心部グランドデザイン」にて示した関内・関外地区の目指すべき方向、ならびに豊富な観光資源、横浜を象徴する景観をもつ山手地区の維持・発展に向け、都心機能・都市基盤の再整備、歴史的資源の活用による観光振興、に
ぎわいの創出や回遊性の向上による活性化を促進することが求められています。

○参考：第１期事後評価「今後のまちづくりの方策」
だれもが移動しやすい歩行者環境とネットワークの構築を図るため、歩行者空間のバリアフリー化や自転車と歩行者の分離に対する取組が必要である。
また地区内の重要な観光資源である歴史的な建造物、港、公園を活用するための取組として、観光客に対する利便性や快適性の向上のための案内サインの更なる充実や、沿道環境の改善と合わせ、観光資源を維持していくための取組として歴史的
建造物の保存活動への助成なども検討していく。更に点在する観光資源相互の連携に対する取組も必要である。
また、文化芸術活動により都市機能の多様化を図り、都心部の活性化を実現させる取組として、活動拠点整備のための建物改修やバリアフリー対策等に対する助成事業についても検討していく。

駅乗降者数
ＪＲ（関内、桜木町、石川町）、みなとみらい線（元町中華
街、日本大通り、馬車道）、市営地下鉄（板東橋、伊勢佐木
長者町、関内、桜木町）の１日平均乗車人員数の合計

初黄地区小規模営業店舗再利用件

都市基盤の整備や観光振興、にぎわいの創出により来街客数が
増加する。

726,864人/年

指　　標 定　　義

480千人/日

小規模営業店舗の再利用転換数 100件

750,000人/年
山手本通り改修による、山手地区公開洋館の利用者数が増加する

地元、県警、行政の環境浄化の取組みにより、大半が現在閉鎖し
ている初黄地区の旧違法小規模店舗の土地・建物の再利用をす
すめ、新たなにぎわいを創出する。

73件

458千人/日

山手の公開西洋館の入館者数
山手地区の洋館（ブラフ１１番館、外交官の家、テニス発祥
記念館、べーリックホール、エリスマン邸、山手234番館、イ
ギリス館、山手111番館）の年間来館者数の合計



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他
　
　・違法風俗店の閉鎖による環境浄化、まちの再生を目指す「初黄・日ノ出町地区」において、京急高架下の利用、小規模店舗の転用・再生に向けた活用調査を実施する。
　調査結果にもとに、新たな利用促進・活用を図り、同地区の新たなにぎわいを創出する。

方針に合致する主要な事業
・人にやさしい歩行者空間整備
・回遊性を高める歩行者ネットワーク整備

・市道山手元町線電線共同溝整備（道路）
・山手通り歩道整備（高質空間形成）
・関内駅北口駅前（マリナード地下街）
・市道万国橋通第7006号

・歴史的資源を生かした景観形成、観光振興 ・ストロングビル外観復元工事（地域創造支援）
・カトリック横浜司教館別館外観改修（地域創造支援）
・綜通横浜ビル

・老朽化・機能低下した都市基盤施設の再整備 ・横浜公園
・本牧十二天緑地
・大通り公園
・港の見える丘公園（拡張）



交付対象事業等一覧表

（金額の単位は百万円）
基幹事業①社会資本整備総合交付金

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

道路 市道山手元町線（電線共同溝整備 横浜市 直 Ｌ＝248m 平成21年度 平成25年度 平成21年度 平成25年度 247 190 190 190

横浜公園 横浜市 直 6.4ha 平成21年度 平成23年度 平成21年度 平成23年度 471 471 471 471

本牧十二天緑地 横浜市 直 0.7ha 平成21年度 平成25年度 平成21年度 平成25年度 348 314 314 314

大通り公園 横浜市 直 3.6ha 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 60 60 60 60

港の見える丘公園（拡張） 横浜市 直 0.1ha 平成24年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 510 128 128 128

横浜市 直 L=1,400m 平成21年度 平成25年度 平成21年度 平成25年度 225 225 225 225

横浜市 直
エレベータ3基、
スロープ１箇所

平成21年度 平成25年度 平成21年度 平成25年度 337 337 337 337

市道万国橋通第7006号 横浜市 直 Ｌ＝300ｍ 平成23年度 平成25年度 平成23年度 平成25年度 45 45 45 45

合計 2,243 1,770 1,770 1,770 …A'

基幹事業②地域自主戦略交付金
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費
市道山手元町線（電線共同溝整備 横浜市 直 Ｌ＝248m 平成21年度 平成25年度 平成24年度 平成24年度 247 57 57 57

本牧十二天緑地 横浜市 直 0.7ha 平成21年度 平成25年度 平成24年度 平成24年度 348 34 34 34

港の見える丘公園（拡張） 横浜市 直 0.1ha 平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成24年度 510 382 382 382

河川

下水道 －

合計 1,105 473 473 473 …A''

※交付期間内事業期間は平成24年度以降を記載 ※H24以降を記載 ※H24以降分を記載

基幹事業　総計（①＋②）

総計 3,348 2,243 2,243 2,243 …A=A'+A''

提案事業①社会資本整備総合交付金
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費
ストロングエンドコンパニー 間 約13,000㎡ 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 80 80 60 60

横浜市 直 － 平成21年度 平成25年度 平成21年度 平成25年度 15 15 15 15

カトリック横浜司教館別館外観改修 カトリック横浜司教館別館 カトリック横浜司教区 間 175㎡ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 12 12 9 3 9

綜通横浜ビル外観改修 綜通横浜ビル 綜通株式会社 間 3,748㎡ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 20 20 15 5 15

横浜市 直 Ｌ＝580ｍ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 3 3 3 3

－

横浜市 直 － 平成21年度 平成25年度 平成21年度 平成25年度 15 15 15 15

－

合計 145 145 117 117 …B'

提案事業②地域自主戦略交付金
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

－

－

－

－

合計 0 0 0 0 …B''
※交付期間内事業期間は平成24年度以降を記載 ※H24以降を記載 ※H24以降分を記載

提案事業　総計（①＋②）

総計 145 145 117 117 …B=B'+B''

合計(A+B) 2,360
（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
再開発準備組合 国土交通省 0.7ha ○ 平成20年度 平成25年度 11,777

都市再生機構他 1.7ha ○ 平成19年度 平成22年度 30,334

北仲通南地区市街地再開発事業 北仲通南地区 都市再生機構 国土交通省 3.0ha ○ 平成2年度 平成24年度 282,248

港町地区周辺・新市庁舎基本計画策定 北仲通南地区・港町地区 横浜市 ― ― ○ 平成21年度 30,000

北仲通北土地区画整理事業 北仲通北地区 北仲通北土地区
整 組

― 7.5ha ○ 平成19年度 平成23年度 1,655

旧第一銀行 NPO法人
1

横浜市 約2,000㎡ ○ 平成15年度

日本郵船海岸通倉庫 NPO法人
1

横浜市 約3,600㎡ ○ 平成16年度
横浜市芸術文化振
興財団

横浜市 約5,200㎡ ○ 平成18年度 平成21年度
NPO法人

1
横浜市 約50㎡ ○ 平成18年度

合計 356,014

国費率 0.4

　うち、社会資本整備総合交付金対象事業　計 1,887 　うち、社会資本整備総合交付金対象事業　計 754.8

交付対象事業費 2,360 交付限度額 944

　うち、地域自主戦略交付金対象事業　計 473 　うち、地域自主戦略交付金対象事業　計 189.2

事業 事業箇所名 事業主体 直／間
細項目

規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

うち民負担分

公園

高質空間形成施設

中区山手町　山手通り

関内駅北口駅前（マリナード地
下街）

0

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目 うち民負担分
道路

公園

－

0

0

事業 事業箇所名 事業主体 直／間
細項目

規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

うち民負担分

地域創造
支援事業

ストロングビル外観復元 ストロングビル 20

初黄・日ノ出地区 初黄・日ノ出地区京急高架下活用

事業活用調
査

歩行者環境整備検討 一般県道弥生台桜木町

－

まちづくり活
動推進事業

初黄・日ノ出地区 初黄・日ノ出地区エリアマネジメン

－

28

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目 うち民負担分

地域創造
支援事業

事業活用調
査

－

－

まちづくり活
動推進事業

－

－

0

28

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模
（いずれかに○） 事業期間

全体事業費

日ノ出町駅前Ａ地区第一種市街地再開発事業 中区日ノ出町

横浜山下町地区第一種市街地再開発事業 中区山下町

関内地区（馬車道）

関内地区（馬車道）

旧関東財務局・旧労働基準局 関内地区（日本大通）

桜荘 関内地区（桜木町・野毛）



都市再生整備計画の区域

　関内・関外周辺地区（神奈川県横浜市） 面積 600 ha 区域 中区、南区の一部

※　計画区域が分かるような図面を添付すること。

【図面作成上の留意点】 
 
・下図は都市計画総括図を使用すること。未都
計の場合は、適宜下図を作成すること。 
・Ａ４横長であれば、縮尺は自由。ただし、必ず
スケールバー・方位を記入すること。 
・都市再生整備計画の区域を赤太線縁取りとし、
地区名、区域面積を記入すること。 
・地区の相対的な位置関係が明確になるように、
国道、高速道路、IC、鉄道、鉄道駅、ランドマー
クとなるような施設（市役所、文化会館等）につ
いては、必ず図示すること。 
・その他必要な事項は適宜追加してよいが、必
ず凡例を記入すること。 

【記入要領】 
・「区域」欄は、計画区域の主な所在地を記入すること。 
   例）○○町○丁目、○丁目、○○町○丁目の全部と○○町○丁目、○○町○丁目の一部 



駅乗車人員 (人/日) 458千人/日 （H19 年度） → 480千人/日 （H25 年度）

山手の公開西洋館の入館者数 (人／年) 726,864人/年 （H19 年度） → 750,000人/年 （H25 年度）

初黄地区小規模営業店舗再利

用件数
(件数) 73件 （H19 年度） → 100件 （H25 年度）

関内・関外周辺地区（神奈川県横浜市）　整備方針概要図

目標

新市庁舎整備を核として、都心機能・都市基盤の再整備、歴史的資源の活用によ

る観光振興などにより、にぎわいの創出や回遊性の向上を図り、関内・関外の活

性化を促進する。

代表的な

指標

        基幹事業 

        提案事業 

        関連事業 

凡  例 

■高質空間形成施設（山手通り） 

◆道路（市道山手元町線） 

○北仲通北地区土地区画整理事業 

○歴史的建造物等活用（日本郵船海岸倉庫） 

■横浜公園整備 
アメリカ山公園 

 ＪＲ桜木町駅 

日ノ出町駅 

黄金町駅 

横浜スタジアム 

山下公園 

カトリック山手教会 
□地域創造支援事業（初黄・日ノ出地区京急高架下活用） 

□まちづくり活用推進事業（初黄・日ノ出地区エリアマネジメント） 

馬車道駅 

横浜市役所 

 ＪＲ関内駅 

日本大通駅 

元町・中華街駅 

ＪＲ石川町駅 

○日の出町駅前再開発 

○山下町地区再開発 

○港町地区・新市庁舎基本計画策定 

○歴史的建造物等活用（旧関東財務局） 

○大通り公園整備 

○歴史的建造物等活用（旧第一銀行） 

○北仲通南地区再開発事業 

 
◆本牧十二天緑地 

 

■高質空間形成施設（関内駅北口駅前） 

□地域創造支援事業（ストロングビル） 

□地域創造支援事業（カトリック横浜司教館別館） 

□地域創造支援事業（綜通横浜ビル） 

■高質空間形成施設（市道万国橋通） 

■事業活用調査（歩行者環境整備検討） 

 
◆港の見える丘公園（拡張） 

 



都市再生整備計画（第４回変更）

横浜
よ こ は ま

駅周辺
えきし ゅ う へ ん

地区（第２期）

神奈川県　横浜
よこはま

市

平成26年11月



都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 90.0 ha

平成 23 年度　～ 平成 27 年度 平成 23 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

m3/s H22 H27

ｍ H24 H27

ｍ H24 H27

都道府県名 神奈川県 横浜市 横浜駅周辺地区（第２期）

計画期間 交付期間 27

・横浜駅周辺にふさわしい治水安全度を確保する。
・歩きやすく、わかりやすい歩行者空間の創出を図る。
・交差点混雑の解消

　横浜の中心に位置する横浜都心は、開港の地であり、古くからの都心であった関内、多くの鉄道が乗り入れるターミナルとして、その後急速に発展してきた横浜駅周辺と、この２つの都心をつなぎ、港の特性を活かしながら、新たな都心空間として形成さ
れたみなとみらい２１の３つのエリアから構成されています。みなとみらい２１の整備進展により、この３つのエリアの一体化が進み、商業、業務、文化機能等が集積する首都圏有数のエリアとして、その集積を活かした新たなまちづくりの段階を迎えていま
す。
　横浜都心にあって、６社９路線の鉄道が乗り入れ、１日に延べ約２００万人の乗降客数がある首都圏有数のターミナルである横浜駅周辺は、横浜都心の核であるとともに、首都圏の中での東海道軸における重要な拠点です。しかし、まちとして自然災害
に対する脆弱性を抱えていることや、都市活動に必要となる道路などの基盤が不足していることなどから、その機能を十分に発揮できていないとともに、災害時には、首都圏全体の機能に大きな影響を与える可能性を抱えています。本地区のような大都
市中心部の既成市街地においては、治水安全度の更なる向上を図るためにも河川、下水、道路、鉄道、再開発等のまちづくりを一体的に扱わねばなりません。建物の更新時期にあわせて、課題解決に取組む必要があります。また、海と川に接している
本地区は、地球温暖化に伴う海面上昇や台風大型化の影響を直接被る可能性が高く、防災上の対策と同時に、地球環境への貢献も欠かせません。特に環境への取組みについては、首都圏の大都市で唯一、環境モデル都市に選定された横浜市の象
徴として、日本あるいは世界を先導する役割が求められています。
　これらを踏まえ、開港から150周年の大きな節目を迎える横浜が、今後も日本の首都圏機能を維持、強化する役割を担い、独自の魅力を発揮し、世界の中で確固たる「横浜ブランド」を確立し、日本を代表する都市として、持続的に発展できる環境を実
現するために、開港150周年の平成２１年にとりまとめた計画「エキサイトよこはま２２」の実現に向けて取り組んでいきます。

・横浜駅周辺が国際都市にふさわしい魅力の向上を図り、アジアを中心とした国際交流拠点として不足している機能を充実させるとともに、羽田空港の国際化に対応した交通アクセスや乗換利便性などの駅機能の強化を図っていく必要がある。
・横浜駅周辺は緑地も少なく、深刻な駅周辺の交通渋滞など、あるいはエネルギー効率の低さやヒートアイランド現象などの環境負荷が顕在化しており、まちの機能更新を契機に「環境モデル都市」にふさわしい潤いのある環境づくりを進める必要があ
る。
・首都圏有数の拠点である横浜の玄関口にふさわしい、来街者や観光客などをひきつける魅力的空間、横浜らしさを感じさせる景観が不足している。
・横浜駅周辺は首都圏有数の商業機能集積地区であるにもかかわらず、ゆとりある歩行環境が不足している。駅東西を移動する際には、地下街と駅の地下通路の接続部のアップダウンなどで円滑な人の流れが妨げられ、不便さとともに混雑を高める原
因にもなっている。
・駅周辺の道路には駅前商業施設等への自動車の集中や通過交通の流入により、慢性的に交通渋滞が発生している。そのため、公共交通の定時制や速達性が損なわれている。
・横浜駅周辺を特徴づけている河川などの地域資源については、十分に活用が図られているとは言い難く、個性的・魅力的な親水空間を活かしたまちの魅力向上などへの期待も高まっている。
・横浜駅周辺には、老朽化した建物が数多く見られ、建物更新、改善による地震に対する安全度の向上が求められている。
・海や川への近接性・駅東西の地下街の発達等の地区特性を有した首都圏の枢要な拠点であるため、浸水時の被害が甚大となる恐れがあり、浸水に対するまちの安全度向上が求められている。さらに、大震災の発生時などににおいて、駅周辺の滞留
空間の圧倒的不足や災害情報を提供する手段の不足などにより、被災者の避難や帰宅に混乱が生じ、地域の復旧に支障となる。

・地球環境への取組みや機能集積等による情報発信力、優れた交通アクセス、災害安全度や治安のよさなど、世界の人々から選ばれる機能と性能を備えた横浜都心の玄関口にふさわしい国際競争力を持ったまち
・まち全体がユニバーサルデザインに配慮され、全ての人にとって、また車にとっても快適で、まちの中に印象的な空間があり、いつ来ても心が満たされる豊かな時間を過ごせるまち
・まちに関わる人が主役となり、考え、つくり、育て、みんなが自慢したくなる、ブランド力をもったまち

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

横浜駅周辺地区の治水安全度の
向上

鶴屋橋の架替えによる帷子川分水路の流量の増加
横浜駅周辺において、就業者や来街者、観光客が安心して過ごす
環境を整備するため、河川の治水安全度向上を図る

260m3/s 350m3/s

河積阻害の解消
大雨降雨時における橋りょう付近からの溢水を防ぐため、桁下高さ
を確保し、治水安全度向上を図る。

桁下高さ(T.P.)1.0ｍ 桁下高さ(T.P.)2.3ｍ以

交差点の渋滞長 交差点の渋滞長の減少

慢性的に渋滞している交差点の改良を行い、渋滞長を縮減させる

200ｍ 150ｍ



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

・駅を中心に東西を一体的かつ円滑に移動・回遊できる歩行者ネットワークの整備を行うため、駅直近部における地上、地下レベルで構成される立体的
な歩行者ネットワークを構築する。

・横浜駅西口地下街回遊空間形成事業【（参考）関連事業】
・横浜駅西口駅前広場改修整備事業【（参考）関連事業】

方針に合致する主要な事業
・洪水時に河川から溢水することのないよう、河川の治水安全度の向上を図る。

・鶴屋橋は１日に約５万人以上の歩行者が通行しており、常に混雑している状況。
・将来は、約８万人が通行する予定で、現況の歩道幅員５ｍでは不足する。
・鶴屋橋の周辺は上空の首都高速道路のために魅力ある空間整備ができていない。
・地元からは、鶴屋橋の架け替えや周辺の魅力ある空間整備について強い要望があげられている。
・鶴屋橋は、竣工が昭和３０年であり老朽化が進んでいる。
・過去に地元調整や施工の困難性から頓挫した経緯がある。
・エキサイトよこはま２２において、即座に解決すべき重要課題の一つに位置付けられている。
【対応策】
・地元の理解を得るために、架け替えだけでなく、魅力的なまちづくりの計画を提案する。
・鶴屋橋を架け替えて、河川上の橋脚を撤去すること。
・また、架け替えの際、歩道幅員を拡幅するとともに、橋梁のデザインや首都高桁下に照明を導入するなど工夫して、魅力ある空間を創出する。
・幸川の河積阻害の要因となる内海橋の桁を、計画高水位（T.P.2.3ｍ）以上にかさ上げする。

・鶴屋橋架替え

・慢性的な渋滞が生じる交差点の渋滞長を縮減させる。 ・岡野交差点改良



交付対象事業等一覧表

（金額の単位は百万円）

基幹事業
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費
道路 横浜市 直 L=25m,W=15m H22 H27 H23 H27 1,400 1,400 1,400 1,400

横浜市 直 L=450m,W=27m H25 H27 H25 H27 95 95 95 95

公園
河川
下水道
駐車場有効利用システム

高質空間形成施設

高次都市施設

既存建造物活用事業

土地区画整理事業
市街地再開発事業
住宅街区整備事業
地区再開発事業
人にやさしいまちづくり事業
優良建築物等整備事業

拠点開発型
沿道等整備型
密集住宅市街地整備型
耐震改修促進型

街なみ環境整備事業
住宅地区改良事業等
都心共同住宅供給事業
公営住宅等整備
都市再生住宅等整備
防災街区整備事業
合計 1,495 1,495 1,495 1,495 …A

提案事業
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費
0
0
0
0
0
0

合計 0 0 0 0 …B
合計(A+B) 1,495

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
横浜市 国土交通省 延長約35ｍ ○ H26 H30 110
横浜市 国土交通省 歩道拡幅 ○ H26 H30 3,626

合計 3,736

交付対象事業費 1,495 交付限度額 672.7 国費率 0.45

細項目 うち民負担分
鶴屋橋架替え 0

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

岡野交差点改良

地域生活基盤施設

都市再生交通拠点整備事業

住宅市街地
総合整備
事業

0

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目 うち民負担分
地域創造
支援事業

事業活用調
査

0

まちづくり活
動推進事業

0

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模
（いずれかに○） 事業期間

全体事業費

国際競争拠点都市整備事業 横浜駅西口地下街回遊空間形成事業

国際競争拠点都市整備事業 横浜駅西口駅前広場改修整備事業



都市再生整備計画の区域

　横浜駅周辺地区（第２期）（神奈川県横浜市） 面積 90.0 ha 区域 横浜市西区、神奈川区

横浜駅周辺地区（90.0ha）

横浜駅

国道15号

国道16号

国道1号

N

S=1：15000
0 250m



横浜駅周辺地区の治水安全度の向上 （河川流量） 260m3/s （22年度） → 350m3/s （27年度）

交差点の渋滞長の減少 （延長） 200m （24年度） → １５０m （27年度）

　横浜駅周辺地区（神奈川県横浜市）　整備方針概要図

目標

・横浜駅周辺にふさわしい治水安全度を確保する。
・駅を中心に東西を一体的かつ円滑に移動・回遊できる歩行者ネットワークの整備を行う。
・歩きやすく、わかりやすい歩行者空間の創出を図る。
・平成21年に取りまとめた計画「エキサイトよこはま２２」の実現に向けて、更なる具体化を行
う

代表的
な指標

N

S=1：15000
0 250m

■基幹事業
きた東口自転車駐車場

■基幹事業
案内サイン整備

■基幹事業
きた東口歩行者広場

■基幹事業
鶴屋橋架替え

■基幹事業
西口地下中央通路接続事業

都市再整緊急整備地域
横浜駅周辺地区エリア

□提案事業
エキサイトよこはま２２計画推進

N

S=1：15000
0 250m

■基幹事業
鶴屋橋架替え

都市再整緊急整備地域
横浜駅周辺地区エリア

■基幹事業
岡野交差点改良

【関連事業】横浜駅西口地下
街回遊空間形成事業

【関連事業】横浜駅西口駅前
広場改修整備事業
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